　　　　　　　　　　　　       根抵当権設定契約書

第１条　田中商会株式会社（以下「乙」という。）は株式会社山田工業（以下「甲」という。）に対し、甲の株式会社斉藤実業（以下「丙」という。）に対する債権を担保するため乙の所有する後記物件を共同担保として次の要項により根抵当権を設定し、かつ直ちに根抵当権設定登記手続を乙及び丙の費用負担において申請するものとする。

（１）被担保債権の範囲

　　①商品売買取引上の債権

　　②金銭消費貸借取引上の債権

　　③平成＊＊年＊＊月付代理店契約上の債権

　　④甲が第三者から取得する手形上、小切手上の債権

（２）極度額　　金＊＊円

（３）確定期日　定めない

第２条　乙は甲に対し、甲より前条による根抵当権につき、被担保債権の範囲の変更、極度額の増額、根抵当権の全部又は一部の譲渡、確定期日の延長などの請求があったときは、直ちに同意し、乙及び丙においてその費用を負担して上記変更の登記手続きの申請をなすものとする。

第３条　この契約の根抵当権に関する登記手続、根抵当物件に対する調査又は処分に関する一切の費用は乙丙が連帯して負担し、甲において立て替えて支払った場合には、甲の請求に対し直ちに乙丙連帯して弁済するものとする。

第４条　乙及び丙は後記物件のうち建物については、甲の指定する金額につき火災保険を付し、万一保険事故が発生した場合は、被担保債権につき弁済期の到来する以前であっても、乙及び丙は保険金をもって上記債権の弁済に充当されても異議を述べない。

二　前項の火災保険契約に基づく保険金請求権につき乙及び丙は甲のために質権を設定し、保険会社の承諾につき確定日付をとって、この証書を甲に預託する。

第５条　乙は後記物件を原状のまま使用するものとし、甲の事前の文書による同意なしに第三者に譲渡し、あるいは賃借権を設定し、もしくは第三者に占有名義を移すなど、担保価値を減少させるような行為はこれを絶対にしないものとする。

第６条　乙及び丙は、後記物件の担保価値が減少した場合、甲乙間の取引額が増大して甲の乙に対する債権額が第１条の極度額を超えた場合には、甲の請求により新たな担保を提供する義務を負う。

第７条　本契約に規定のない事項については甲丙間のその余の契約の各条項が適用される、

上記のとおり本契約が成立したので本証書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。

平成＊＊年＊＊月＊＊日

　　　　　　　　　　　　　　根抵当権者（甲）東京都＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社山田工業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　山田太郎　印

　　　　　　　　　　　　根抵当権設定者（乙）東京都＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中商会株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　田中五郎　印

　　　　　　　　　　　　　　　　債務者（丙）東京都＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社斉藤実業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　斉藤一郎　印

不動産の表示

略
